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ポイントの知覚価値および知覚コストに関する 
研究の展望と今後の課題

中川　宏道　九州大学大学院人間環境学府・中村学園大学

Empirical studies on the psychological effects of loyalty reward programs: A literature review
Hiromichi Nakagawa（Graduate School of Human-Environment Studies, Kyushu University / Nakamura Gakuen University）

Loyalty reward programs are sales promotion strategies used by retail companies worldwide. Related to these pro-
grams, psychological questions arise as to what carries higher perceived benefits between price discounts and loyalty 
points. Another question is what is the most effective strategy for retail companies: price discounts or giving extra loyalty 
points? Determining which one of this strategies carries higher subjective value between cash and points rewards is also 
important. As such, numerous studies offer empirical evidence on the effects of loyalty reward programs. Consequently, 
the aim of this paper is to provide a comprehensive picture of the several research streams in these studies, summarize 
key findings, and indicate directions for future research.
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１．はじめに

現在，国内外の多くの小売業者をはじめとするサービ
ス業において，ロイヤルティ・プログラム（ポイント制
度）が導入されている。ポイント制度のもとでは，顧客
は購買金額に応じて「ポイント」を与えられ、ポイント
数に応じた特典の提供（値引きや優遇的取扱など）を受
けることができる。我が国の多くの小売業においては，
1 ポイントは 1 円と同等の金銭的価値をもち，精算（決
済）時に使用することができる。ここで，ポイントに関
する心理学的疑問が生じる。ポイント付与と，同等の値
引きとでは，どちらの知覚価値が高いのであろうか。ま
た，ポイントによって精算する場合の支払いの痛み，す
なわちポイントの支払いに関する知覚コストは，現金に
よる支払いの知覚コストと比べてどちらが高いのであろ
うか。本研究の目的は，ポイント付与と値引きに関する
知覚価値，およびポイントと現金による支払いに関する
知覚コストに焦点を当てて，先行研究のレビューをおこ
なうことである。以降では，第 2 節において，ポイント
付与と値引きの知覚価値に関する既存研究について，レ
ビューをおこなう。第 3 節において，ポイント付与と値
引きの売上効果について，先行研究のレビューをおこな
う。第 4 節において，ポイントおよび現金による支払い
に関する知覚コストについて，先行研究のレビューをお
こなう。最後に，第 5 節において今後の研究課題をまと
めて述べる。

2．ポイント付与と値引きに関する知覚価値に関する研究

買物時に値引きが実施されるのと，値引きと同額相当
のポイントが提供されるのでは，どちらが消費者にとっ
ての知覚価値は高いのであろうか。経済合理性の観点か
ら考えれば，消費者にとっては値引きの方がポイントよ
りも有利であることは明らかである。値引きによって節
約された金銭は，消費者の財布の中に残り，すぐに使う
ことができる。さらに，その金銭の使用対象は限定され
ず，どこでも，何に対しても使うことができる。一方で，
ポイントの場合には，すぐに，どこでも，何にでも使用
できるわけではない（守口 2011）。

ところが，既存研究では予想とは反対の結果が示され
ている。商品ポイント方式のポイント付与と値引きの効
果を比較した流通経済研究所（2007）によると，ポイン
ト付与の方が値引きよりも販売促進の効果が高いという
結果が得られている�1 ）。それでは，なぜ流通経済研究所

（2007）では，ポイントの方が値引きよりも販売促進効
果が高いという，消費者の経済合理性から予想される結
果とは反対の結果が生じたのであろうか。2.1.以降では，
Thaler （1985）のメンタル・アカウンティング理論を援
用した統合型セールス・プロモーション（以下，統合型
SP），分離型セールス・プロモーション（以下，分離型
SP）という概念によって，ポイントと値引きの知覚価
値に関する先行研究を概観する。

1�）流通経済研究所（2007）は非公開の論文であるが，その内容
については守口（2011）によって紹介されている。ここでの概
要は，守口（2011）からの引用である。
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2．1．統合型 SPと分離型SP
Thaler （1985）の メンタル・アカウンティング理論は，

プロスペクト理論の価値関数をもとにして，損失と利得
という 2 つの現象があるときに，利得は損失と統合され
て評価される場合と，損失と分離されて評価されるとで
は最終的な知覚価値が異なることを示している。Fig.1
は，プロスペクト理論の価値関数 v を表現している。こ
の価値関数の特徴は，①消費者の刺激に対する価値評価
がニュートラルな参照点を基準として利得と損失の領域
に分かれること，②関数形は利得の領域では凹関数に，
損失の領域では凸関数になっていること，③曲線の傾き
は利得よりも損失の方が急であること，の 3 点である。

Thaler （1985）によると，利得の金銭的価値（b）が損
失の金銭的価値（－a）よりもかなり小さい場合（a，b
ともに正の数），それらが統合して評価されるよりも分
離して評価される方が，最終的な知覚価値は高くなる。
というのは，利得が損失と分離して評価される場合に
は，利得は利得の領域で評価されるので，利得自体の価
値（v（b））が意識され，損失の知覚価値（v（－a））を大
きく減少させることができるからである。この場合の最
終的な知覚価値は，v（－a）+v（b）である。反対に，利
得と損失が統合される場合には，利得は損失の領域で損
失と一緒に評価されるので（－a+b），損失は利得の分
だけ減少するけれども減少分が小さいために最終的な知
覚価値（v（－a+b））はそれほど改善しない。Fig.1 は，
v�（－a）+v（b）>v（－a+b）であることを示している。

この結果は，上記②の「関数形は利得の領域では凹関
数に，損失の領域では凸関数となる」ことから導かれ，
b が a に比してかなり小さい場合（通常の販売ではそう
なる）には成立する。したがって，最終的な知覚価値は，
利得が利得の領域で評価されるのか，もしくは損失の領
域で評価されるのかによって異なり，利得が損失よりも

かなり小さい場合には，利得は利得の領域で評価される
方が知覚価値は高くなる。

出費という経済的負担を減少させる SP は「統合型
SP」，出費とは無関係の SP は「分離型 SP」と呼ばれて
いる（白井 2005）。統合型 SP と分離型 SP の分類につい
て，消費者に直接尋ねるという方法が考えられるが，現
時点では妥当な測定方法が開発されていない�2 ）。代替的
な方法として，内的参照価格への影響から SP のタイプ
を分類する方法がある（Diamond and Campbell 1989）。
もし SP によって内的参照価格が低下したならば，その
SP は統合型 SP として評価される。内的参照価格の低下
は SP によって販売価格が安くなったと解釈されるため
である。逆に，内的参照価格に変化が生じなかったなら
ば，その SP は分離型 SP として販売価格とは別に評価
されたことを意味する。このような方法でなされた研究
として，Diamond and Campbell （1989），Folkes and Wheat 

（1995），Sinha and Smith （2000）などがある。これらの
研究の結果，一般的な大きさの値引きとクーポンは統合
型 SP として，大きな値引き，リベート，増量，増量，
おまけ，ひとつ購入するともうひとつをプレゼント，お
よび 2 つ購入すると半額という SP は分離型 SP として
判断されるという結果を得ている（白井 2005）。

消費者にとって値引きは利得，購入価格は出費という
損失になり，値引きは一般的には出費である損失よりも
かなり小さい�3 ）。したがって，一般的な大きさの値引き
は出費という経済的負担を減少させる統合型 SP と考え
られ，上述の先行研究の結果からも支持されている。た
だし，ポイントが内的参照価格に与える影響に関する既
存研究は現時点では存在せず，ポイントが統合型 SP と
分離型 SP のどちらに分類されるのかは明らかになって
いない。

それでは，ポイント付与は統合型 SP と分離型 SP の
どちらで分類されるのであろうか。もし消費者にとって
ポイントが与えられることが出費とは無関係の SP と認
識されるのであれば，ポイントは分離型 SP になると考
えられる。実際，現金による出費とは別の「ポイント」
という形で便益が付与されるので，分離型 SP と判断さ
れる蓋然性は高いと考えられる。 

-a -a+b

知覚価値V

利得損失 b

v(b)

v(-a)
v(-a+b)
v(-a)+v(b)

b

参照点

Fig.1　  メンタル・アカウンティング理論と分離型 SPおよ
び統合型 SPの価値

2�）Diamond and Johnson （1990）は 16 種類の SP を対象とし，それ
ぞれの印象を「普段よりも損失が小さくなっている」から「何
か余分に手に入れたと感じる」まで 7 段階尺度で測定し，前者
に近ければ統合型 SP，後者に近ければ分離型 SP と解釈されると
しているが，結果は総じて明確に解釈できないものとなってい
る。このことは，この方法が SP のタイプを十分捉えることがで
きていない，もしくは被験者が質問内容を理解できていない可
能性が示唆される（白井 2005）。� �
3�）例えばスーパーマーケットにおける加工食品の平均的な値引
率（JICFS 小分類レベルでの値引率の単純平均）は，12.1％であ
る（流通経済研究所「Category Facts Book 2010」より算出）。
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2．2．統合型 SPと分離型SPの知覚価値に関する実証
研究結果

白井（2005）は統合型 SP（値引きなど）と分離型 SP
（クーポンや増量など）の知覚価値に関する実証研究に
関する既存研究のサーベイを行なっている。サーベイ対
象となった研究は，Diamond and Sanyal （1990），Chen et 
al. （1998），Hardesty and Bearden （2003），Sinha and Smith 

（2000）である。以下，研究結果について概観する。
Diamond and Sanyal （1990）は実際の店舗において，

買物客に対して一対のストア・クーポンを提示して選択
させるフィールド実験をおこなった。対象商品を購入す
ると 49 セントの缶スープがもらえるクーポン（クーポ
ン 1）と 25 セントの値引きを受けられるクーポン（クー
ポン 2）とでは，クーポン 1 を選択した被験者は 55.6％
であるのに対して，クーポン 2 を選択した被験者は
44.4％であった。ところが，対象商品と 49 セントの缶
スープを購入すると 49 セントの値引きが得られるクー
ポン（クーポン 3）とクーポン 2 との選択では，クーポ
ン 3 を選択した被験者は 27％に対してクーポン 2 を選
択した被験者は 73％であった。クーポン 1 とクーポン 3
は結果的には全く同じ SP であるが，選好が逆転してい
る。この理由について Diamond らは，クーポン 1 はお
まけが強調されているので分離型 SP，クーポン 3 は値
引きが強調されているので統合型 SP であるとし，分離
型 SP の方が統合型 SP よりも知覚価値が高いとしてい
る�4 ）。

次に Chen et al. （1998）は実験室実験をおこない，値
引きとクーポンの知覚価値および購入意向を比較した。
実験室実験のデザインは 2×2×2 被験者間要因配置で，
製品カテゴリー（高価な PC と安価なフロッピー・ディ
スク），SP タイプ（値引きと郵送型クーポン，どちらも
10％引き），SP の表示方法（金額表示と比率表示）がコ
ントロールされている。この結果，購入意向について
SP タイプの主効果が有意となり，値引きよりもクーポ
ンの方が購入意向は高かった。Chen らはこの結果につ
いて，値引きは消費者全員が対象となるのに対し，郵送
型クーポンはクーポンの受取人のみが対象となるため，
消費者は値引きよりも郵送型クーポンに特権を感じて購
入価値を高めたと説明している。このことから，値引き
は統合型 SP だが郵送型クーポンは分離型 SP であるこ
と，および分離型 SP の方が統合型 SP よりも知覚価値
が高いことが示唆される。

続いて Hardesty and Bearden （2003）は，増量と値引き
が知覚価値に与える影響を比較している。実験室実験の
デザインは 3×2 の被験者間要因配置であり，ベネフィッ
トの大きさ（10％，25％，50％）と SP タイプ（値引き
と増量）がコントロールされている。実験結果から，
10％と 25％のベネフィットでは値引きと増量の間には

知覚価値に有意差はないものの，50％のベネフィットで
は，増量よりも値引きの方が知覚価値が高かった。また，
Sinha and Smith （2000）は 50％の値引き，通常価格で 1
個買うともう 1 個が無料でおまけ，通常価格で 2 個買う
と半額になるという SP の知覚価値を測定し，値引きが
最も知覚価値が高く，次いでおまけが高く，2 個購入に
よる値引きが最も低かった。Hardesty and Bearden （2003）
と Sinha and Smith （2000）の結果から，ベネフィットが
非常に大きい場合（具体的には 50％程度）では値引き
は分離型 SP になり，なおかつ他の SP よりも知覚価値
が高くなることを示している。

以上をまとめた白井（2005）によると，提供されるベ
ネフィットが一般的な水準の場合（商品価格の 25％程
度まで）では，各 SP のベネフィットが同一水準である
としたときの SP の知覚価値は Table 1 のようになる�5 ）。
2 個買うと半額になるというような強制購入感のある
SP ほど知覚価値は低く，努力が不要な SP ほど知覚価値
が高い。また分離型 SP と統合型 SP の比較では，ベネ

Table 1
SPの知覚価値（ベネフィットが一般的な水準の場合）

相対的知覚価値
高 中 低

統
合
型
Ｓ
Ｐ

努力不要ＳＰ

・��ストア・クーポ
ン

・��値引き

要努力ＳＰ

・��媒体クーポン

購入強制感のあ
るＳＰ

・��他製品の同時
購入で対象商
品を同額分値
引き

分
離
型
Ｓ
Ｐ

努力不要ＳＰ

・��増量
・��おまけ
・��対象者限定の

郵送型クーポン

要努力ＳＰ

・��キャッシュバッ
ク

購入強制感のあ
るＳＰ

・��複数個購入に
よる値引き・お
まけ

・��スタンプ○個
でおまけ

（出所）白井（2005）

4�）クーポン 3 は購入への強制が感じられる SP でもあり，あまり
選好されないという結果は，自分の自由が脅かされるという信
念をもつと反発するという，リアクタンス理論（Lessne and 
Natarantonio 1988）とも合致する（白井 2005）。� �
5�）Table 1 における要努力 SP とは，便益を受けるために努力を要
する SP のことである。例えばクーポンは，財布などにクーポン
を保管し，会計時に提出するという努力を要する SP である。一
方で努力不要 SP とは，便益を受けるときに特別な努力を要しな
い SP のことである。例えば通常の値引きは，会計時に自動的に
値引かれた金額が精算され，消費者にとっては特別な努力は要
求されない。
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フィットが一般的な水準（商品価格の 25％程度）では
分離型 SP の方が選好される傾向がある�6 ）。

ところが，ベネフィットがかなり魅力的である場合
（商品価格の 50％以上）では Table 2 のようになり，ベ
ネフィットが一般的な水準では統合型 SP であった値引
きなどのプロモーションが，ベネフィットが非常に大き
い場合には分離型 SP として知覚されるようになる。た
だし，ベネフィットが非常に大きいと消費者が感じる水
準は，ある閾値があると考えられるが，既存研究からは
少なくとも商品価格の 50％以上だと考えられている（白
井 2005）。

ただし，白井（2005）がサーベイの対象としている
セールス・プロモーション研究にはロイヤルティ・プロ
グラムは含まれていない。もし 2.1. で述べたようにポイ
ントが分離型 SP であるならば，Thaler （1985）のメンタ
ル・アカウンティング理論を援用すると，分離型 SP で
あるポイント付与の方が，統合型 SP である値引きより
も消費者の知覚価値は高いということが想定される。

ポイント付与と値引きの知覚価値の検証をおこなった
数少ない研究として，秋山（2010）がある。秋山（2010）
は大学近隣にあるレストランでのランチを想定した実験
をおこない，750 円のランチが平日は 600 円に割り引い
て（割引率 20％）提供されるか，ポイントを付与され
るか（ポイント付与率 20％）という被験者内要因配置
において，割引のうれしさ（7 件法），お得感（7 件法）
の調査をおこない，値引きの方がポイントよりも高いこ
とを示している。ただし，秋山（2010）の実験は，値引
率・ポイント付与率が 20％の場合の比較であり，それ
以外のベネフィット水準については検証されていない。
さらには，ポイント付与は，ポイント会員になって購買
時にカードを提示するという要努力の SP であり，この

Table 2
SPの知覚価値（ベネフィットが非常に大きい水準の場合）

相対的知覚価値
高 低

分
離
型
Ｓ
Ｐ

価格ＳＰ
�
・値引き
・キャッシュバック
・��対象者限定の郵送型クー

ポン
・ストア・クーポン
・媒体クーポン

非価格ＳＰ

・��複数個購入による値引
き・おまけ

・��スタンプ○個でおまけ
・��他製品の同時購入で対象

商品を同額分値引き

（出所）白井（2005）

ような努力水準についてはコントロールされていない
（単純な値引きは，一般的には追加的な努力が求められ
ない，努力不要の SP である）。

このように，ベネフィット水準の大きさによって値引
きおよびポイントの知覚価値が変わるという，マグニ
チュード効果が見られる。2.4 節では，知覚価値に関す
るマグニチュード効果について，先行研究を概観する。

2.3．ポイント付与と値引きの知覚価値に関するマグニ
チュード効果

メンタル・アカウンティング理論によると，われわれ
がお金を使ったり蓄えたりする場合，金額や源泉によっ
て処理する心理的な勘定科目が異なっており，その勘定
科目に応じた行動を取ることが示唆される（Shefrin and 
Thaler 1988）。マグニチュード効果との関連でいえば，
小銭などの少額の現金は心理的な当座勘定に計上され，
多額の現金は貯蓄勘定に計上されると考えられる（池田　
2012）。この現金のマグニチュード効果は，白井（2005）
のサーベイ結果と整合的である。少額の値引きは当座勘
定のために統合型 SP となり，多額の値引きは貯蓄勘定
のために分離型 SP になると考えられるためである。

一方でポイントに関する消費者行動を観察すると，買
物時にはある一定のポイント数まで貯める傾向が観察さ
れている。中川・守口（2013）は，1 ポイント単位（す
なわち 1 円単位）で償還可能なスーパーマーケットおよ
び家電量販店のポイントカード利用者を対象として，ポ
イントの償還方法に関する調査をおこなっている。スー
パーマーケットのポイントカード利用者の 88.2％，家電
量販店のポイントカード利用者の 82.1％は，1 ポイント
単位で償還できるにもかかわらず，ある程度のポイント
数まで貯めてからポイントを償還する傾向がある。それ
では，具体的にどのくらいのポイント数が貯まった時点
で，消費者はポイントを使う（償還する）のであろうか。
中川・守口（2013）では通常償還するポイント数につい
ても尋ねており，スーパーマーケット，家電量販店とも
に 1,000～1,499 ポイントが最も多く，次いで 500～999
ポイントが多くなっている。おおむね約半数の消費者
が，500～1,499 ポイントのポイント数のときにポイント
を使用している。

以上の調査結果から，スーパーマーケットにせよ家電
量販店にせよ，ポイントカードの利用者は，1 ポイント
単位で償還できるにもかかわらず，ある一定のポイント
数になるまでポイントを貯め続ける傾向が確認された。
このことは，ポイントカード利用者にとってポイントが
少額の場合にはポイントを貯めようとすることを意味す
る。すなわち，ポイントが少額のときには，消費者の貯
蓄勘定に計上されることが示唆される。

一方で，ある一定のポイント数まで貯まった時点でポ
6�）ただし一貫した結果が得られていないので更なる調査が必要
としている（白井 2005）。
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イントを償還する傾向があることが中川・守口（2013）
から明らかになった。このことは，ある一定のポイント
数まで貯めるとポイントを使う（償還する）傾向がある
ことを意味する。このことから，ある一定程度以上の多
額のポイントが消費者に与えられた場合には，ポイント
を使おうとすることが推測される。すなわち，ポイント
が多額のときには，消費者の当座勘定に計上されること
が示唆される。

また，中川・守口（2012）は購買金額の 1％分のポイ
ント付与および値引きの選択に関する実験をおこない，
1,000 円および 10,000 円ではポイント付与の方が選択さ
れるが 10,000 万円のときには値引きの方が選択される
ことが確認されている。 

中川・守口（2012）の結果は，中川・守口（2013）の
調査結果と整合的である。すなわち低価格のときには，
ポイントを貯めようとする傾向にある。一方で高価格の
ときには，現金は使わないでポイントを使おうとする傾
向がみられる。このように中川・守口（2012）の研究結
果は，マイル（ポイント）を低価格の場合と高価格の場
合では異なるとらえ方をする傾向にあることを示唆する
ものである。

以上の中川・守口（2013）および中川・守口（2012）
の調査結果から，少額のポイントは消費者の貯蓄勘定に

計上されるために貯めようとし，多額のポイントは消費
者の当座勘定に計上されるために貯まったポイントを使
おうとすることが示唆される。言いかえれば，少額のポ
イントは分離型 SP となり，多額のポイントは統合型 SP
となることが示唆される。ただし，この示唆に関する実
証研究は今後の課題として残されている。

3． ポイント付与と値引きの売上効果に関する研究

第 2 節においては，ポイント付与と値引きの知覚価値
に関する研究のレビューをおこなった。それでは，実際
の小売業において，値引きとポイント付与のどちらの売
上効果が大きいのであろうか。本節では，値引きとポイ
ント付与が小売業における売上効果に与える影響につい
て，議論をおこなう。

3．1．  ポイント付与と値引きの売上効果に関する研究 
 （売上データによる実証研究）

ロイヤルティ・プログラムが売上に与える効果につい
ては，これまで多くの研究がおこなわれてきた。先行研
究をまとめたものがTable 3である。セールス・プロモー
ションの売上効果は，商品（ブランド）レベル，カテゴ
リーレベル，店舗レベルの 3 つの効果に大別される

Table 3
SPの知覚価値（ベネフィットが非常に大きい水準の場合）

研究 被説明変数 使用データ 効果測定の分析レベル
Sharp and Sharp （1997） リピート購買率 消費者パネルデータ 店舗レベル
Dreze and Hoch （1998） 売上，利益 売上データ 店舗レベル
Bolton et al. （2000） 購買頻度 購買履歴データ 店舗レベル
Lal and Bell （2003） 購買金額，購買頻度，1 回の購買金額 購買履歴データ 店舗レベル
Magi （2003） 財布シェア，訪問シェア 消費者パネルデータ 店舗レベル
Verhoef （2003） 財布シェア 売上データ 店舗レベル
Lewis （2004） 購買確率，収益，注文率，注文量 購買履歴データ 店舗レベル
Van Heerde and Bijmolt （2005） 店舗売上，利益 売上データ 店舗レベル
Meyer-Waarden and Benavent （2006） 浸透率，購買頻度，財布シェア 消費者パネルデータ 店舗レベル
Leenheer et al. （2007） 顧客維持率，財布シェア 消費者パネルデータ 店舗レベル
Liu （2007） 購買頻度，取引量，特典請求率 購買履歴データ 店舗レベル
Mayer-Waarden （2007） 財布シェア 消費者パネルデータ 店舗レベル
v. Wangenheim and Bayon （2007） 購買確率 購買履歴データ 店舗レベル
Lemon and v. Wangenheim （2008） 提携プログラム間の関連購買 購買履歴データ 店舗レベル

Meyer-Waarden （2008） 1 回の購買金額，購買間隔，購買頻度，
財布シェア，店舗スイッチ，来店回数 消費者パネルデータ 店舗レベル

Kopalle et al. （2012） 購買確率 購買履歴データ 店舗レベル
Zhang and Breugelmans （2012） 1 回の購買金額，店舗訪問確率 消費者パネルデータ 店舗レベル
Wei and Xiao （2015） 購買確率，ROI 購買履歴データ カテゴリーレベル
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（Neslin 2002，p.7）。ロイヤルティ・プログラムの研究
がおこなわれてきた 1990 年代後半から現在にいたるま
で，小売業の売上データや購買履歴データ（消費者パネ
ルデータを含む）による分析がなされてきた。しかしな
がら Table 3 が示す通り，これまでの多くの研究は店舗
レベルの分析に焦点が当てられてきた。これは，通常の
ロイヤルティ・プログラムは店舗レベルの施策のため，
効果検証の分析レベルも店舗レベルとなるためであ
る�7 ）。

ただしこれらの研究では，ロイヤルティ・プログラム
それ自体の効果をプログラムの導入前後や会員・非会員
の比較において検証しているものがほとんどである。商
品レベルのポイント付与のプロモーションの効果を値引
きの効果と比較検証している研究は，Zhang and Breugel-
mans （2012）や Wei and Xiao （2015）などしかなく，非
常に少ない。Zhang and Breugelmans （2012）は，従来実
施されていた値引き販促を単品ポイント方式のポイント
付与に変更した小売業を対象として，仕組みの変更前
後，すなわち変更前の値引き実施時と変更後の単品ポイ
ント販促時の売上効果を店舗レベルで

0 0 0 0 0 0

検証した。この結
果，値引き実施時よりも金額換算で同等の単品ポイント
販促時の方が売上効果は高いという結果が得られてい
る。

一方で，カテゴリーレベルによる値引きとポイント付
与の売上効果の検証をおこなった研究として，Wei and 
Xiao （2015）があげられる。Wei and Xiao （2015）は，カ
テゴリー単位で単品ポイントが付与される小売業の売上
データを用いて，ポイント付与の売上効果（弾性値）と
値引きの売上効果（弾性値）をカテゴリーレベルで比較
し，分析対象のすべてのカテゴリーにおいて値引きの方
がポイント付与よりも売上効果が高いという結果であっ
た。

このように，単品ポイント方式のポイント付与と値引
きの売上効果との比較については，店舗レベルとカテゴ
リーレベルという分析レベルの違いもあり，既存研究で
は明確な結論が得られていない。商品レベルにおけるポ
イント付与のプロモーションの売上効果（弾性値）の推
定が今後の研究課題として残されている。

3．2． 値引きの弾力性の測定に関する先行研究
これまで，小売業の売上データを用いた価格弾力性の

測定に関しては膨大な研究が蓄積されている。ここで，
商品レベルの値引きの売上効果に関する研究，なかでも
特に価格弾力性の測定に関する先行研究に焦点を当て
る。価格弾力性に関する 81 の研究（1,851 個の弾性値）
を対象としてメタ分析をおこなった Bijmolt et al. （2005）
の対象研究を用いて，既存研究における価格弾力性の算
出方法を概観する。本研究との関連で特に確認する項目

としては，①被説明変数，②弾性値の測定に用いられた
関数形，③（値引き以外の）セールス・プロモーション
の効果の考慮，である。

①の被説明変数については，被説明変数として売上の
絶対値が用いられたのが 555 個，相対的売上（市場シェ
ア，商品選択確率など）が 1,296 個であった。相対的売
上の例として Bolton （1989）では，商品 i の第 t 週にお
ける売上数量を，分析対象期間の平均売上数量で除した
指標を被説明変数として用いている。

②の弾性値の推定に用いられた関数形は，線形モデル
が 382 個，指数モデルおよび積乗モデルが 810 個，魅力
モデルが 659 個であった。

③の他のセールス・プロモーションの効果について
は，弾性値の推定時に考慮されたのが 820 個，考慮され
ていないのが 1,031 個であった。値引きの弾性値とクー
ポン販促の弾性値の両方を比較計測した研究の例とし
て，Bijmolt et al. （2005）の研究対象には含まれていない
研究ではあるが，本研究の問題意識に類似している研究
として Kumar and Swaminathan （2005）があげられる。
Kumar and Swaminathan （2005）は指数モデルを用いて，
販売価格およびクーポンの額面価格をモデルに組み込
み，値引きとクーポンの弾性値の算出をおこなうことに
よって，売上効果に関する比較をおこなった。この結果，
クーポンよりも値引きの方が効果が高い（弾性値が高
い）ことが確認されている。

4．ポイントの支払いに関する知覚コストに関する研究

国内 11 業界の主要企業が 2013 年度に発行したポイン
ト・マイレージの最少発行額は 8,506 億円と推計され，
この主要企業以外にも多くの企業からポイントが発行さ
れている�8 ）。しかしながら，実際には未使用のポイント
数が多く存在していると言われており，発行ポイント数
の 3 分の 1 が未使用ポイントという推計も存在する（Li-
eber 2011）。企業会計上は，未使用のポイント数が増大
することは，ポイント引当金を減少させることになり，
企業会計上は有利になり得る�9 ）。その一方で，消費者が
ポイントを使用しようと思わないようなロイヤルティ・
プログラムには，そもそも参加しようとは思わないであ
ろう（Nunes and Drèze 2006b）。より重要なことでは，
ポイントの使用がその後の購買行動に正の影響を与える

7�）これとは対照的に，通常の値引きの場合には商品レベルで実
施されるため，効果検証の分析レベルのほとんどが商品レベル
である。� �
8�）野村総合研究所 2015 年 9月10日のニュースリリース参照。2016
年 5月10 日閲覧．［https://www.nri.com/jp/news/2015/150910_1.
aspx］� �
9�）ポイント引当金は，過去のポイント使用実績もしくは利用見積率
に依存する．新日本有限責任監査法人（2011）の第3章第3節参照。
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ことが確認されている（Lal and Bell 2003，Taylor and 
Neslin 2005，Dorotic et al. 2014）。このようにポイント使
用の有効性が認められている一方で，ポイント使用の要
因に関する研究は，既存研究においては非常に限定的で
あった（Smith and Sparks 2009；Noble et al. 2014）。

ポイント使用に関する先行研究は，プログラム特有の
要素と償還率との関係を検証しているものが中心となっ
ている。プログラム特有の要素とは，ポイント使用が可
能となる閾値のポイント数や特典の価値および特典の魅
力度などである。閾値が高くなるにつれて，償還率は低
下する（Drèze and Hoch 1998）。このことは，閾値が高
ければ，多くの消費者は閾値に達成する前にポイントを
貯めることを諦めてしまうことを示唆している。ただ
し，逆に閾値が低すぎると，特典の魅力を減少させ，顧
客のやる気をなくさせる（Drèze and Nunes 2011）。また，
ロイヤルティ・プログラムの開始時に，消費者に特別
ボーナスとしてポイントを付与することは，ポイントを
貯めることを促進し，高い償還率をもたらす（Nunes 
and Drèze 2006a）。

支払金額がポイントの使用意図に与える影響につい
て，Drèze and Nunes （2004） は，低い支払金額では現金
のみによる支払い意向が高くなる一方，高い支払金額で
はポイント（マイル）による支払い意向が高くなること
を示した。現金による支払い，マイルによる支払い，現
金とマイルの併用による支払いの 3 つのタイプを選択で
きるとしておこなわれた実験では，航空券の価格が約
300 ドル未満では現金による支払いが最も選択され，約
300 ドルから約 1,200 ドルまでは現金とマイルの併用に
よる支払いが最も選択され，約 1,200 ドル以上ではマイ
ルによる支払いが最も選択された。以上の結果は，低価
格のときにはポイントを貯めようとして現金のみの支払
いが選好される一方で，高価格のときには現金を節約し
ようとしてポイント（マイル）による支払いが選好され
る傾向がある，ということを示している。Drèze and 
Nunes （2004）はこの現象について，低価格のときには
マイルの限界価値が高くなり（知覚コスト関数が凸関
数），高価格のときには逆に限界価値が低くなる（知覚
コスト関数が凹関数）ことと整合的であるとしている。
このように，Drèze and Nunes （2004）の研究結果は，ポ
イントおよび現金を，低価格の場合と高価格の場合では
異なるとらえ方をする傾向があることを示唆している。

さらには，特典の魅力は償還率を高める傾向がある

（Liu and Brock 2010）。そして，ロイヤルティ・プログラ
ムの特典が経済的特典か社会的特典か否かは，ポイント
使用の意思決定に影響を与えない（Noble et al. 2014）。

このように，ロイヤルティ・プログラムの要素が償還
率やポイント使用意図に与える効果に関する検証が既存
研究では行われてきた。しかしながら，これらの研究は
非連続型のロイヤルティ・プログラムに関する研究であ
る。ここで，ロイヤルティ・プログラムの連続・非連続
および線形・非線形のデザインについて説明する。

ロイヤルティ・プログラムにおける特典付与の方法
は，連続・非連続と線形・非線形という 2 つの軸で，計
4 種類に大別される（Fig.2）。連続型とは 1 ポイント単
位でポイントを使用することができる構造を指し，非連
続型とは小売業によって設定された一定のポイント数ま
でポイントを貯めなければ特典を得ることができない構
造を指している。線形型とは蓄積ポイント数が多くなっ
ても 1 ポイント当たりの価値が変わらない構造を指し，
非線形型とは 1 ポイント当たりの価値が蓄積ポイント数
に応じて幾何級数的に増加する構造を指している�10）。 

非連続型のロイヤルティ・プログラムを採用している
小売業では，報酬を得るための条件として，ある一定の
必要ポイント数の閾値を設けており，閾値に到達した顧
客に対して割引券のクーポンや商品券を発行している。
したがって，非連続型のロイヤルティ・プログラムにお
ける消費者のポイント使用意図は，閾値の大きさや得ら
れる報酬の価値や魅力度に依存する。

線形・連続型のロイヤルティ・プログラムの場合で
は，1ポイント単位でポイントを使用することができる。
ポイント使用に関する閾値がそもそも存在しないため，
消費者にとってはポイントをわざわざ貯めようとするイ
ンセンティブは存在しない。時間割引率の観点からは，

1

線形

非線形

連続 非連続

線形・連続 線形・非連続

非線形（凸関数）・非連続非線形（凸関数）・連続

蓄積ポイント数

特典

蓄積ポイント数

特典

蓄積ポイント数

特典

蓄積ポイント数

特典

Fig.2　ロイヤルティ・プログラムの特典付与の方法（4分類）
（出所）Blattberg et al. （2010）

10�）日本における線形・連続型のロイヤルティ・プログラムの例とし
ては，T ポイント（カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社）
や Ponta（株式会社ロイヤリティマーケティング）がある。線形・非
連続型のロイヤルティ・プログラムの例としては， WAON ポイント

（イオン）があり，100WAON ポイントごとに，100 円分の WAON（電
子マネー）と交換できる。
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毎回の買物において毎回ポイントを使用することが合理
的であるように思われる。 

ところが，線形・連続型の場合で特典がポイント数に
応じた値引きの場合のロイヤルティ・プログラムにおい
て，買物ごとに毎回貯めたポイントを使用している消費
者は少数派であり，大多数はある程度のポイント数に達
するまでポイントを貯めていることが確認されている。
Smith and Sparks （2009）は，連続・線形型のイギリスの
小売業のカード保有者 254 名の 2 年間のポイント使用行
動の記録を調査し，カード保有者の大多数（70％強）は，
ある程度のポイント数（約 300 ポイント）まで貯めてか
らポイントを使用していることを示している。また，2.3
でも述べた通り，中川・守口（2013）は 1 ポイント単位

（すなわち 1 円単位）で償還可能なスーパーマーケット
および家電量販店のポイントカード利用者を対象として
調査をおこなった結果，スーパーマーケットの 88.2％，
家電量販店の 82.1％は，1 ポイント単位で使用できるに
もかかわらず，ある程度のポイント数まで貯めてからポ
イントを使用する傾向が確認された。このように，ポイ
ントカード利用者は，ある一定程度以上のポイント残高
になってからポイントを使おうとする傾向がある。 

それでは線形・連続型の場合，ポイント使用はどのよ
うな要因によって決定されるのであろうか。Kwong et 
al. （2011） は，ポイント使用による利得の計算のしやす
さがポイントの使用意図を高めることを示している。こ
の研究では，ハンバーガーのセットの価格（6 ドル／7
ドル）とポイント残高（10 ポイント＝ 1 ドル分／20 ポ
イント＝ 2 ドル分／35 ポイント＝ 3.5 ドル分／50 ポイ
ント＝ 5 ドル分）の 2×4 の被験者間要因配置でポイン
ト使用意図を比較した結果，35 ポイント＝ 3.5 ドル分の
ポイント残高において，割引率は低いが利得の計算が簡
単な 7 ドル条件の方が，割引率は高いが利得の計算が難
しい 6 ドル条件よりもポイント使用意図が高かった。す
なわち，割引率の高い 6 ドル条件よりもポイント使用意
図が高かった。すなわちポイント使用の要因として，利
得の大きさよりもポイント使用による割引率の計算しや
すさの方が大きいことが示唆されている。

Stourm et al. （2015） は，本研究と同じく線形・連続型
のロイヤルティ・プログラムにおけるポイント貯蓄行動
の要因を，①経済的動機，②認知的動機，③心理的動機
の 3 つの観点から，検証をおこなっている。経済的動機
とは，ポイントを使用すると現金による支払いに比べて
ポイントを使用する金額分だけポイントが貯まらないた
め，ポイント発生の機会費用が発生することを指す。認
知的動機とは，精算時にポイントを使用することがコス
トと感じる，非金銭的な取引費用を指す。心理的動機と
は，Thaler （1985）のメンタル・アカウンティング理論
に基づく，現金およびポイントに対する評価が異なると

いう心理を指す。Stourm et al. （2015）は，実際に小売業
の購買履歴データ（ポイント使用のデータを含む）を用
い，ポイント使用に関する消費者モデルに経済的動機，
認知的動機，心理的動機を組み込んで検証をおこなって
いる。分析の結果，大部分は認知的動機と心理的動機か
らポイントの貯蓄行動，すなわち使用行動が説明できる
としている。 

次に，支払い手段における知覚コストについての先行
研究について述べる。Soman （2003）は現金とプリペイ
ドカードによる支払いの知覚コストを比較し，プリペイ
ドカードによる支払いは現金に比べて支払いの痛みを減
らし，支払額が上昇することを確認している。この理由
について Soman （2003）は，プリペイドカードは支払い
の transparency（あからさまさ）が現金よりも低いため
に，支払いの痛みやつらさを弱め，支払金額の上昇を招
くとしている。Raghubir and Srivastava （2008）では，商
品券による支払い手段についてもプリペイドカードと同
様に，現金よりも支払いの知覚コストを軽減することが
確認されている。このように，支払いの transparency（あ
からさまさ）という観点から，ポイントによる支払いも
プリペイドカードや商品券と同様に，支払いの知覚コス
トを軽減することが予想される。

以上の既存研究を Table 4 にまとめている。非連続型
のロイヤルティ・プログラムにおける消費者のポイント
使用の要因は，閾値の大きさ，得られる報酬の価値，魅
力度である。しかしながら，線形・連続型においては，
多くの消費者はある程度のポイント残高になるまで貯め
てからポイントを使用する傾向がある。線形・連続型の
ロイヤルティ・プログラムにおけるポイント使用の要因
は，利得の分かりやすさ，認知的コスト，（現金よりも
ポイントに価値をおくために生じる）心理的コストなど
である。

5．今後の研究課題

5.1．ポイント付与の知覚価値に関する研究の今後の課題
 ポイント付与の知覚価値に関する既存研究において，

残されている課題として以下の 3 点があげられる。まず
第 1 に，努力水準をコントロールした上での，ベネ
フィット水準が一般的な場合のポイント販促と値引きの
知覚価値に関する比較はまだなされていない。白井

（2005）のサーベイ結果から，ベネフィットが一般的な
水準の場合，値引きは統合型 SP かつ努力不要な SP と
なる。そして，ポイント付与は経済的支出には直接影響
しないために分離型 SP かつ要努力 SP となることが推
測される。したがって値引きとポイント付与の知覚価値
の大小関係は，統合型 SP より分離型 SP の方が知覚価
値は高くなるという効果と，努力不要 SP の方が要努力
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SP よりも知覚価値が高くなるという効果の，相殺し合
う2つの効果の大きさに依存すると考えられる。ただし，
バスケット方式においては，値引きもポイント付与も購
買時に財布からカードを取り出すという努力の水準は等
しいと想定されるため，ポイント付与の方が値引きより
も知覚価値が高いと考えられる�11）。

第 2 に，ポイント販促の知覚価値について，ベネ
フィット水準が高い場合の研究はまだなされていない。
ベネフィット水準が高いときには値引きは分離型 SP に
なるとすれば，ベネフィット水準が高い場合の値引きと
ポイント付与ではどちらが消費者にとって知覚価値が高

いのかは，まだ明らかになっていない。
第 3 に，ベネフィットが「一般的な水準」と「非常に

大きな水準」の間の閾値の水準に関する研究はまだなさ
れていない。白井（2005）が要約した，ベネフィットが
非常に大きいと消費者が感じる水準が商品価格の 50％
以上だというのは，あくまで単品のプロモーションにつ
いてであり，本研究で対象としているバスケット方式に

Table 4
先行研究のまとめ

研究 プログラムの仕様 研究概要 主な知見

Drèze and Hock （1998） 非連続
HBC 製品のプログラ
ムに関する実験

・��ポイント使用の閾値を上昇させることは，ポイント使用率
に負の効果がある。

Drèze and Nunes （2004） 非連続

フリークエントフライ
ヤープログラムに関す
る実験

・��低い金銭的価値の特典よりも高い金銭的価値の特典の方が，
ポイント使用意図は向上する。

・��高い金銭的価値の特典では，単一の支払形態（現金のみ or
マイルのみ）がより好まれるのに対し，低い金銭的価値の
特典では，複数の支払い形態（現金とマイルの組み合わせ）
の方がより好まれる。

Nunes and  Drèze（2006a）非連続 洗車のロイヤルティ・
プログラムの実験

・��ロイヤルティ・プログラムの開始時にポイント付与すると，
ポイント使用率は高くなる。

Liu and Brock （2009） 非連続

クレジットカードの
ロイヤルティ・プロ
グラムに関するフォー
カスグループサーベ
イと電話調査

・��ロイヤルティ・プログラムの認知度，クレジットカードの
平均使用率，および特典の知覚価値が高いほど，ポイント
使用率が高い。

・��クレジットカードの利用期間が長いほど，ポイント使用率
は低くなる。

Smith and Sparks （2009） 線形・連続
小売業における消費
者パネルの調査およ
びインタビュー調査

・��ある程度の高いポイント数になるまでポイントを貯め続け
ることは一般的であり，それにともなってポイント使用の
行使が遅くなる。

Drèze and Nunes （2011） 非連続
フリークエントフラ
イヤープログラムに
関する実験

・��閾値を下げる（1,000 ドルから 500 ドルに）ことは，消費者
の償還意図を上げるが，大きく下げる（100 ドル）ことは，
逆に到達へのモチベーションを下げる。

Kwong et al. （2011） 線形・連続

ハンバーガーショッ
プのロイヤルティ・
プログラムに関する
実験

・��ポイント使用による利得の計算が簡単であるほど，ポイン
ト使用意図は向上する。

Noble et al. （2014） 非連続
ホテルのロイヤルティ・
プログラムに関する実
験

・��ポイント使用意図は，提供される特典の種類（社会的特典
or 経済的特典）には影響を受けない。

中川（2015） 線形・連続

スーパーマーケット
および家電量販店の
ロイヤルティ・プロ
グラムの調査

・��スーパーマーケットの 88.2％，家電量販店の 82.1％は，あ
る程度のポイント数まで貯めてからポイントを使用する傾
向がある。

Stourm et al. （2015） 線形・連続
小売業の購買履歴デー
タによる，消費者モデ
ルの検証

・��消費者のポイント貯蓄行動は，①経済的動機，②認知的動
機，③心理的動機のうちの認知的動機と心理的動機で多く
が説明できる。

11�）バスケット方式の値引きは会員カードの提示によってなされるの
が通例である。したがって，バスケット方式においては，値引きと
ポイント付与において必要な努力の水準は等しいと考えられる。
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おけるものではない。2.1. で述べた流通経済研究所
（2007）についても同様に商品ポイント方式におけるポ
イント付与と値引きとを比較した研究であり，バスケッ
ト方式を対象とした研究ではない。通常スーパーマー
ケットでは 0.5％もしくは 1％のポイント付与率であり，
月に数回ポイントデー（3 倍～5 倍程度）をおこなって
いることや，一部の小売業では会員カード提示で 3％の
値引き実施していることなどを考慮すると，バスケット
方式ではせいぜい 5％の値引率・ポイント付与率あたり
までが，ベネフィットが一般的な水準と考えられる。し
かし，どの程度以上の値引率・ポイント付与率が「大き
い水準」といえるのかが課題として残されている。

5.2．ポイント付与の効果に関する研究の今後の課題
ポイント付与の効果に関する先行研究のレビューか

ら，5 つの研究上の課題があげられる。まず第 1 に，ロ
イヤルティ・プログラムの売上効果について，単品ポイ
ント方式のポイント付与の商品レベルの効果測定をおこ
なった研究は，現在のところ確認されていない。特に値
引きとポイント付与の弾性値を比較することが研究の課
題として残されている。

第2に，既存研究において価格弾力性の推計の多くが，
線形回帰式によって行なわれており，0 を含むカウント
データである売上数量の分布に合った適切な関数形が使
用される必要がある。既存研究のモデルでは，弾力性の
推計をおこなうためには，誤差項εが正規分布にしたが
うという仮定が置かれている（正規性）。ところが，被
説明変数である売上数量 Q はカウントデータであり，0
以上の離散値である。現実の売上データで日別商品別の
売上数量の分布を観察すると，ゼロ周辺にデータが集中
し，右に裾を引いたような形状をしていることが多
い�12）。したがって，このようなカウントデータを線形回
帰でおこなうということは，非現実的な仮定を置いてい
るということになる�13）。　

また，カウントデータという売上数量の分布の問題を
解決するために，Bolton （1989）のように売上数量を年
間の平均売上数量を除して指数化するということも考え
られる。しかしながら，この場合の分子の売上数量はそ
もそも 0 を多く含む離散値であることは変わらない上
に，割算をおこなった値が，いかなる確率分布にしたが
うかを想定することはそもそも難しい�14）。

このように，売上数量というカウントデータを被説明
変数とするためには，カウントデータに適した関数形が
用いられる必要がある。本研究と同様の問題意識から，
関・亀倉（2012）は小売業の売上データを用いて，線形
回帰ではなく一般化線形モデルのポアソン回帰によって
価格弾力性を推定している。

第 3 に，時間軸における集計単位を週次ではなく，日

次にする必要がある。上記の第 2 の課題である正規性の
問題を解決するために，時間軸における集計単位を週次
やそれ以上に大きくして , 正規分布に近似させることが
考えられる。実際に，（欧米における）既存研究の多く
は週次以上が用いられている�15）。しかしながら，日本で
は特売が日別に変わるのが普通であり，商品の価格も日
次で変化するために，日次と週次では推定される弾性値
が大きく変わる（阿部 2013）。日本においては，実態に
即して日次の集計データを用いて弾性値を推定する方
が，情報のロスという観点から正確であると考えられ
る。

第 4 に，弾性値を推定するモデルについて，弾性値が
一定という仮定を外す必要がある。2.1. でみたように，
ベネフィット水準によって値引きおよびポイント付与の
知覚価値が異なるマグニチュード効果を前提とすれば，
値引率やポイント付与率の高さによって弾性値が異なる
ことになり，それを許容するモデルでなければならな
い。線形関数および指数関数は，それぞれ弾性値を一定
および逓増と固定することになるため，本研究の問題意
識に合わない。積乗型関数は逓増もしくは低減を許容す
るものの，パラメータに関しては線形となるために，0
を含むカウントデータを被説明変数とするには不適切で
ある。弾性値が逓増もしくは低減することを許容するモ
デルを使用して弾性値を推定する必要がある。

第 5 に，弾性値の推定において，商品，店舗，日の要
因を考慮する必要がある。例えば，Bolton （1989）の使
用した被説明変数は，季節性による売上効果が除去され
ていないため，売れている季節では販促効果を過大に評
価することになり，逆に売れていない季節では，販促効
果を過小評価することになってしまう。このような季節
性を考慮するためには，説明変数に季節要因をコント
ロールする必要がある。同様に，商品固有の要因，店舗
固有の要因もまた，コントロールする必要がある。

以上の研究上の課題を考慮すると，（ⅰ） 商品レベル
の分析によって値引きとポイント付与の両方の弾性値を

12�）日別の売上数量の分布は正規分布とはほど遠い分布であること
が，関・亀倉（2012）で確認されている。� �
13�）そもそも積乗型関数においては，被説明変数は売上数量 Q に自
然対数をととったものであるため，売上ゼロの場合は ln0=－∞と
なってしまう。その場合には，各観測値に小さな値を加える方法や
売上 0 を含むデータを除去する方法などがあるが，データを歪めて
推定結果にバイアスをかけるという意味で大きな問題があると考え
られる。� �
14�）観測データどうしの割算によって（1）情報が失われる，（2）変換
された値の分布が不明，といった問題点が生じるため，割算値の
統計モデリングには問題があると考えられる（久保 2012）。� �
15�）Bijmolt et al. （2005）の対象研究においては，週次データが1,328
個，月次もしくは年次データが 523 個となっており，既存研究のほ
とんどが週次以上の集計単位が用いられている。これは，欧米の
スーパーマーケットでは特売が週別に変わるのが一般的であること
を反映していると考えられる（阿部 2013）。
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同時に推定すること， （ⅱ） 0 を含むカウントデータであ
る売上数量のデータを被説明変数とする適切な関数形を
用いること，（ⅲ） 日次のデータを用いること， （ⅳ）値
引きとポイント付与それぞれの弾性値が逓増もしくは逓
減であることを許容するモデルを用いること，（ⅴ） 商
品や店舗や日の要因を考慮すること，が求められてい
る。

5.3．ポイントによる支払いに関する知覚コストに関す
る研究の今後の課題

ポイントによる支払いに関する知覚コストに関する先
行研究のレビューから，既存研究において残されている
課題として以下の 2 点があげられる。まず第 1 に，ポイ
ント使用意図の要因として，ポイント残高がまだ充分に
検討されていない。Stourm et al. （2015） では心理的コス
トに関して，消費者の現金に比べた主観的なポイントの
価値を固定として取り扱っている。先行研究から示唆さ
れる通り，消費者はポイント残高の大きさによってポイ
ントへの扱い方を変えているならば，ポイント残高に
よって消費者の現金に比べた主観的なポイントの価値が
変化するという想定が，現実には整合的である。すなわ
ち，ポイント残高の多い（少ない）ときにはポイントの
価値が低く（高く）なるため，ポイント残高がポイント
使用に影響を与えると考えられる。したがって，ポイン
ト使用の要因としてのポイント残高の検討が，今後の研
究上の課題として残されている。

第 2 に，消費者のポイント残高がポイント使用に影響
しているとするならば，支払金額とポイント残高のどち
らがポイント使用の要因として重要であるのかがまだ明
らかになっていない。ポイント残高および支払金額のポ
イント使用に与える影響の大きさの比較が，今後の研究
上の課題として残されている。
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